（参考様式－１）


（例）○○地区まちづくり協議会　会則
（名称）
第１条　本会は、〇〇地区まちづくり協議会（以下「本会」という。）と称し、事務所を○○一丁目○○○に置く。

（区域）

第２条　本会の活動の対象とする区域は、○○地区（○○一丁目、○○二丁目の一部）で、別添の図に定める区域（以下「対象区域」という。）とする。
（目的）

第３条　本会は、地域住民・団体の参加と、相互の交流・連携・協働により、地域力を最大限に発揮できる、豊かで活力のある住みよい地域を作ることを目的とする。
　（活動）
第４条　本会は前条の目的を達成するために、次に掲げる活動を行う。
　⑴　地域の課題解決に関すること。
　⑵　地域資源の利活用、地域のポテンシャルの活用に関すること
⑶　○○地区住民の意向の形成及び行政、関係機関、事業者等との連絡、協議、調整に関すること。
⑷　○○地区住民の意向を反映した地区まちづくりを進める者として、都市計画提案を行おうとする者（都市計画提案者）の選任・不選任に関すること。
　⑸　その他本会の目的を達成するために必要な事項
　（会員）
第５条　本会の会員は、対象地区の土地所有者、対象区域及びその周辺を活動範囲とする自治会・地区会・住宅会など、地域の代表となる組織の代表者等で、本会に入会の登録をしたものをいう。
　（役員）

第６条　本会に次の役員を置く。
　⑴　会長　　　１名
　⑵　副会長　　１名
　⑶　事務局長　　名
　⑷　会計　　　１名
　⑸　理事　　　　名
　⑹　監事　　　１名
２　役員は、総会において、会員の中から互選により選任する。ただし、本会の認定申請を新たにしようとするときは、あらかじめ役員予定者を定め、本会認定後の最初の総会において、追認するものとする。
３　監事は、他の役員を兼ねることはできない。
４　必要に応じて、本会にアドバイザー、オブザーバーを置くことができる。
　（役員等の職務）
第７条　会長は本会を代表し、会議の議長となる。
２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があったときは、その任務を代行する。

３　理事は、会務及び事業の執行にあたる。
４　事務局長は、文書の収受、発送、記録等会務の処理にあたり、会議の議事録を作成し、これを保管する。
５　会計は、本会の出納事務を処理し、会計に必要な書類を管理する。
６　監事は、次に掲げる業務を行う。
　⑴　本会の会計を監査すること。
　⑵　会計について不整の事実を発見した時は、これを総会に報告すること。
（役員の任期）
第８条　役員の任期は３年とする。ただし、再任を妨げない。
２　役員は任期満了後であっても、後任者が選出されるまでの間は、その職務を行わなければならない。

３　補欠により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（会議）
第９条　本会の会議は、総会、役員会とする。
２　総会は、通常総会及び臨時総会の二種とする。
　（会議の開催）
第１０条　通常総会は、年１回開催する。
２　臨時総会は、次に掲げる時に、会長が招集する。
　⑴　会長が必要と認めたとき
　⑵　会員の５分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。
３　総会は会長が招集し、第３条の目的達成に必要な事項及び第１３条に掲げる事項を審議し議決する。

４　役員会は、必要に応じ、会長が招集する。
５　総会及び役員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
６　会議の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　（会議の構成）
第１１条　総会は、会員をもって構成する。
２　役員会は、監事を除く役員をもって構成する。
　（総会の検討）
第１２条　総会は、次に掲げる事項を審議し議決する。
　⑴　地区まちづくり方針の策定、改廃に関する事項
　⑵　都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第２１条の２の規定に基づく大阪狭山市に対する都市計画の決定又は変更における地域の合意形成に関する事項
　⑶　事業計画及び予算に関する事項
　⑷　事業報告及び決算に関する事項
　⑸　役員の選任に関する事項
　⑹　会則の改正に関する事項
　⑺　その他本会の運営に関する重要事項
　（役員会の権能）
第１３条　役員会は、次に掲げる事項を審議し議決する。
　⑴　総会に付議すべき事項
　⑵　総会の議決した事項の執行に関する事項
　⑶　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
　（会計）
第１４条　本会の運営に関する経費は、会費、補助金、寄附金その他の収入をもって充てる。
　（会計年度）
第１５条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。
　（解散）
第１６条　本会が、総会の議決に基づいて解散する場合は、会員の４分の３以上の承認を得なければならない。
（残財産の処分）

第１７条　本会議の解散の時に有する残余財産処分方法は、総会において会員の４分の３以上の承認を得なければならない。
　（会計監査）
第１８条　会計監査は、会計年度終了後に監査を行い、総会に報告する。
（細則）
第１９条　この会則で定めるもののほか、本会の運営に必要な規則等に関しては、会長が別に定める。

附　則
（施行期日）
１　この会則は、〇年○月〇日から施行する。
（役員の任期）
２　〇年○月○日開催の総会において議決された役員の任期は第９条の規定にかかわらず、〇年○月○日から令和（〇+３）年度の通常総会の日までとする。
